
　

国
民
の
安
全
な
暮
ら
し
を
守
る
。そ
れ
は
政

治
の
最
も
大
切
な
仕
事
で
す
。こ
の
一
年
、私
は

国
家
安
全
保
障
担
当
の
総
理
補
佐
官
と
し
て
、

緊
迫
す
る
国
際
情
勢
の
中
、わ
が
国
の
安
全
保

障
に
つ
い
て
検
討
を
重
ね
て
き
ま
し
た
。

　

そ
し
て
国
民
の
豊
か
な
暮
ら
し
を
実
現
す
る

た
め
に
、物
価
高
騰
へ
の
き
め
細
か
な
対
策
を

行
う
と
と
も
に
、Ｄ
Ｘ
、Ｇ
Ｘ
、経
済
安
保
、防
衛

装
備
移
転
な
ど
、日
本
経
済
の
起
爆
剤
と
な
る

新
し
い
枠
組
み
を
用
意
し
て
き
ま
し
た
。

　

企
業
に
賃
上
げ
を
促
し
、国
民
の
所
得
を
増

や
す
。そ
れ
が
消
費
へ
と
回
っ
て
企
業
業
績
を

押
し
上
げ
る
。そ
ん
な
好
循
環
を
つ
く
る
に
は
、

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
い
て
、日
本
に｢

稼
ぐ
力｣

を

つ
け
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。す
な
わ
ち
産
学

官
が
一
体
と
な
っ
た
体
制
の
下
、Ｄ
Ｘ
や
Ｇ
Ｘ

な
ど
の
重
要
分
野
に
集
中
投
資
し
て
、世
界
を

リ
ー
ド
す
る
産
業
を
国
内
に
育
て
る
。そ
れ
が
、

日
本
に「
稼
ぐ
力
」を
つ
け
る
こ
と
で
す
。

　

政
治
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
り
、過
去
の

し
が
ら
み
を
廃
し
、不
要
な
規
制
を
な
く
し
て
、

新
た
な
技
術
開
発
を
推
進
す
る
。次
の
世
代
が

安
心
し
て
、豊
か
に
暮
ら
せ
る
日
本
を
つ
く
る

た
め
に
、こ
れ
か
ら
も
全
力
で
働
き
ま
す
。

昭和39年６月19日生まれ。慶應義塾大学卒。日本興業銀行、みずほ銀行勤務の後、
平成17年に初当選、当選５回。これまで、環境副大臣、内閣府副大臣、外務大臣
政務官、衆議院環境委員長、自民党報道局長を務める。
現在、内閣総理大臣補佐官(国家安全保障に関する重要政策､核軍縮・不拡散問題担当）
自民党 離島・半島振興特別委員会委員長、党 環境・温暖化対策調査会事務局長。

長く続いたデフレの時代をようやく抜け、日本経済は再生への一歩を踏み出しました。
今年の賃上げは33年ぶりの高水準を記録し、実質賃金もプラスに転じました。
しかし、国民が経済の回復を実感するには、この賃上げを持続し、所得を増やさなくて
はなりません。それには、日本のモノづくりの力を再生し、あらゆる分野で「稼ぐ力」を
つけることが不可欠です。政治のリーダーシップで、日本経済を再活性化します。

本号外では、「物価対策で、国民の暮らしを守る」との決意を、力強く語る石原ひろたかさんを特集します。特集号

石
原
ひ
ろ
た
か

ＹｏｕＴｕｂｅはこちらから

自由民主党東京都第3選挙区支部 〒140-0014 品川区大井1-22-5八木ビル7階 03（3777）2275

▲予算委員会でＧＸ推進法を審議

▲太平洋・島サミットの開催に尽力

▲離島振興法、小笠原振興法を取りまとめ ▲自動運転タクシーの試作車を視察

▲土砂崩れで使えなくなったトンネルを視察

▲こども家庭庁設置を審議

▲陸上自衛隊奄美駐屯地にて離島の守りを視察 ▲核兵器のない世界に向けた国際賢人会議

▲イギリスの環境派議員とＷＥＢ会議

▲五島列島沖で洋上風力発電を実証実験

▲自公の働きかけで品川区にトイレカーを導入

石原ひろたかさんの政策、信念、国会や地元
品川区での活動をお届けする公式ラインを
始めました。ぜひ友だち登録をお願いします。

石原ひろたか
物価対策で国民の暮らしを守る

内閣総理大臣補佐官　衆議院議員

さんさん

ＬＩＮＥ

ＧＸ推進

国際協調

離島振興 技術革新

インフラ整備インフラ整備

子育て支援

安全保障 核軍縮安全保障 核軍縮

温暖化対策ＧＸ推進

国際協調

離島振興 技術革新

子育て支援 温暖化対策

再生可能エネルギー再生可能エネルギー

災害対策災害対策

石原ひろたかは進めます

友だち登録をお願いします

さん
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❶ 経済安保 経済安保推進法で定める特定重要技術に
ついて、官民一体の研究開発を資金面も含めて全面
支援。セキュリティ・クリアランスを周知徹底

❷ 半導体 経済安保推進法に基づき半導体の国内生産
能力を維持・強化。次世代半導体を実用化する基盤
を2020年代に確立。半導体をはるかに超える能力を
持つ光半導体の開発を推進

❸ 先端技術 宇宙・量子・ＡＩ・スーパーコンピューター・
半導体・原子力・先端素材・バイオなどの分野での先
端技術の実用化に向け、新プロジェクトを創出

❶ 防衛力整備 ５年で43兆円の財源を基に、防衛力を着
実に強化。北朝鮮のミサイル攻撃に備え、空母・中距
離ミサイルなど反撃力を拡充。尖閣諸島の警備、小笠
原の中国密漁船対策を強化。海上保安庁を充実・強化 

❷ 自由貿易 ＲＣＥＰ、日英ＥＰＡ、日米貿易協定、日欧
ＥＰＡ、ＴＰＰ11を活用して自由貿易体制を強化 

❸ 北朝鮮 安保理決議に基づく北朝鮮への経済制裁を
堅持しつつ、北朝鮮に核・ミサイル開発を断念させる
ため、日米韓を中心に世界各国と連携。拉致問題は対
話と圧力を前提に、政府一丸となり対応 

❹ 国連・ＯＤＡ  史上最多13回目の国連安保理非常任理
事国として安保理の議論を主導し、常任理事国入り
を目指す。ＯＤＡを戦略的に活用

❺ インバウンド拡大 国際観光旅客税を有効活用し、観
光地の高度化、キャッシュレス決済の導入、入国手続
きの迅速化など外国人観光客の受け入れ態勢を強化 

❶ 透明性確保 政治資金の透明化を徹底し、全ての政治
資金の流れを国民の監視下におく

❷ 罰則・責任強化 代表者の監督責任を明確化、収支報
告書への不記載や虚偽記載の資金は国庫返納

❸ 情報開示 国の複式簿記を改善。プライマリーバラン
スなど、国の財政状況を示す情報を積極的に開示

❹ 無駄を撲滅 厳格な行政事業レビューを断行 
❺ 規制改革 規制改革実行計画を着実に推進

❶ 106万円・130万円の壁 扶養の有無を気にせず働くた
めの当面の対策に留まることなく、制度自体の見直
しを進める。男女の賃金格差を解消

❷ リスキリング（在職者の学び直し）ＡＩなど時代に即
したプログラム強化。 テレワークを拡大。副業を容認

❸ 共同親権  新法の下、スムースな離婚調停、面会交流
の適正化を図る。ＤＶからの保護を徹底 

❹ ＬＧＢＴ  法に基づき、ＬＧＢＴへの理解を促進
❺ 外国人との共生 技能実習に代わる新・育成就労制度
の下、海外からの人材を受け入れるため、医療や教育
などの環境を充実

❻ 夫婦別姓 通称使用をさらに拡大しつつ、丁寧に議論 
❼ こども・子育て 支援加速化プランを着実に実施
❽ 無人自動運転 高齢社会の移動手段として、2027年度
までに、全国100カ所以上で実現

❶ 国の全面支援 日本の排他的経済水域の約４割を確
保するなど、重要な役割を果たしている東京の島々
を、国としてしっかり支援。特に老朽化したジェット
船については、国が全面的に応援して代替を図る

❷ 本土との格差縮小 住宅・医療・教育・産業振興など各
種の施策を、各島の実情に合わせてきめ細かく実施
し、定住人口を確保、本土との格差を縮小

❸ 再生可能エネルギー 洋上風力・太陽光・地熱発電な
どを導入し、島を再生可能エネルギーの生産拠点に

❹ 小笠原空路 世界自然遺産にふさわしい空路を実現

❶ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）成長戦略 
  ・ ＧＸ債 ＧＸ債を活用し、2030年までに官民あわせて
150兆円を環境技術の開発・推進に投資、気候変動対
策と経済活性化を同時に達成。グリーンファイナン
スに加え、トランジションファイナンスを強化

  ・ 浮体式洋上風力発電 2030年までに1,000万kW（100万
kWで 原発１基に相当）、2040年までに3,000万kW ～
4,500万kWに拡大。関連産業を育成し、2040年までに
ライフタイム全体で60％を国内調達。発電コストを
2030～35年までに8～9円/kWhに低減

  ・ 水素 2030年に300万トン、2040年に1,400万トン導入。 
発電コストをガス火力（20円/Nm3）以下に低減 

  ・ 電気自動車（ＥＶ） 1000基の水素ステーション、３万
基の急速充電設備の整備により、2030年までにガソ
リン車並みの経済性・ 利便性を実現

  ・ 住宅 省エネ性能の高い住宅・建築物の新築や省エネ
改修に対する支援を強化

  ・ 新型電池 ペロブスカイトなど次世代太陽電池、日本
が世界をリードする全固体電池などを開発・導入

❷ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）成長戦略
  ・ ５Ｇ   /  ６Ｇ 2030年度末に５Gの人口カバー率99％を達
成。現在の100倍の通信速度と100分の1の消費電力
の６Ｇを実現。デジタル人材を育成。デジタルデバイ
ドを解消。能動的サイバーセキュリティーを実現す
るための法整備を推進

  ・ データ連携 医療・介護・教育・インフラ・防災に関する
データプラットフォームの整備。地方自治体などの
行政手続きを５年以内にオンライン化・クラウド化
し、システム費用を削減

  ・ マイナンバーカード 使い勝手の向上、普及率100％

❶ 事業者支援 資金繰りの支援に留まらず、経営改善や
事業再生を支援 

❷ 能登半島復興支援 復興支援ファンドによりいわゆ
る二重債務問題へ対応

❸  財政健全化 基礎的財政収支目標を堅持しつつ、機動
的な金融・財政政策を実施

ロシアによるウクライナ侵略、中東での紛争、中国の膨張志向など不安定さを増す国際情勢。
そんな中、安定した社会基盤を持つ日本は、安全な投資先として世界の注目を集めています。
この機を逃さず、日本企業の生産拠点を国内に呼び戻し、海外から日本への投資を活発化。
賃金を上げ、豊かな暮らしをつくるために、もう一度「国内で稼ぐ力」を取り戻します。

❶ ＡＩ（人工知能） Ｇ７で合意した「広島ＡＩプロセス」
に沿って、国際的なＡＩ議論を主導。ＡＩ利用の加速
化のため、医療・行政・教育などのデータ連携や、人材
育成、スタートアップ企業の環境整備を推進 

❷ 海外からの投資 日本社会の安定性を生かし、熊本の
ＴＳＭＣ、マイクロソフトやグーグルのデータセン
ターに続く、海外から日本への投資を誘致

❸ 原発 徹底的な安全確認を前提に再稼働するが、でき
る限り削減。電源喪失によるメルトダウンの危険性
のない高温ガス炉など新型原発への代替を推進。核
燃料リサイクルの可能性を追求。 使用済み核燃料の
最終処分場を確定 

経済安保と集中投資

科学技術と原子力

社会保障､働き方改革､多様性

島と共に歩む

政治改革､行政･規制改革

大胆で機動的な金融･財政政策

稼ぐ力を強化する成長戦略
強くしたたかな外交･防衛石原ひろたかさんの

88つの政策つの政策

もう一度　　　  　　　　　　　　を取り戻す！国内で稼ぐ力
２３ 令和６年（2024年）９月18日（水曜日）令和６年（2024年）９月18日（水曜日）


